
事業報告の「新株予約権等に関する事項」「会計監査人の状況」「業務の適正

を確保するための体制」「業務の適正を確保するための体制等に関する運用状

況の概要」「会社の支配に関する基本方針」「剰余金の配当等の決定に関する

方針」、連結計算書類の「連結貸借対照表」「連結損益計算書」「連結株主資

本等変動計算書」「連結注記表」及び計算書類の「貸借対照表」「損益計算

書」「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令及び当社

定款第17条に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面

（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第23回定時株主総会招集ご通知
交付書面非記載事項

新株予約権等に関する事項
会計監査人の状況

業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制等に関する運用状況の概要

会社の支配に関する基本方針
剰余金の配当等の決定に関する方針

連 結 貸 借 対 照 表
連 結 損 益 計 算 書

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書

株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
会計監査人の監査報告

監査等委員会の監査報告

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

株式会社イノベーション



決議年月日 2022年３月22日

新株予約権の数（個）※ 2,907個[1,744個]

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）※
－

新株予約権の目的となる株式の種類、内容

及び数（株）※

普通株式 290,700株[174,400株]

（注）３、４

新株予約権の行使時の払込金額（円）※
当初行使価額

１株当たり2,323円（注）５

新株予約権の行使期間 ※
2022年４月８日から

2024年４月８日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額（円）

※

（注）６

新株予約権の行使の条件 ※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ （注）７

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 ※
－

１．新株予約権等に関する事項
(1)当事業年度の期末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新

株予約権の状況
　該当事項はありません。

(2)当事業年度において職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

(3)その他新株予約権等に関する重要な事項
　2022年３月22日開催の取締役会に基づき、富田 直人氏及びハヤテマネジメント株式会社
を割当先とする第三者割当による第７回、第８回及び第９回新株予約権（行使価額修正条項
付）を発行しており、その内容は以下のとおりであります。

第７回新株予約権

※新株予約権の発行時(2022年４月７日)における内容を記載しております。発行日から

当期末(2023年３月31日)にかけて変更された事項については、当期末現在における内容
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を[　]内に記載しており、その他の事項について発行日における内容から変更はありま

せん。

（注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付き新株予約権付社債券等であります。

２．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

(１)本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式（「３．

新株予約権の目的となる株式の種類」参照。）290,700株（本新株予約権１個

当たりの目的である株式の数（「４．新株予約権の目的となる株式の数

(１)」参照。）は100株）で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価

額（「５．新株予約権の行使時の払込金額(２)」において定義する。）が修

正されても変化しない（ただし、「４．新株予約権の目的となる株式の数」

に記載のとおり、調整されることがある。）。なお、株価の上昇又は下落に

より行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又

は減少する。

(２)行使価額の修正

　発行日以降、行使価額は本項に基づき修正される。発行日以降別記「新株

予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、「５．新株予約権の行使

時の払込金額(３)行使価額の修正②」を条件に、行使価額は、各修正日（以

下に定義する。）の前取引日の株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券

取引所」という。）における当社普通株式の普通取引の終値（以下、「終

値」という。）（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の90％に相

当する金額（円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げ

た金額）に修正される。

　「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。

ただし、東京証券取引所において当社普通株式に関して何らかの種類の取引

停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった場合には、当

該日は「取引日」にあたらないものとする。

　本第７回新株予約権証券において、「修正日」とは、各行使価額の修正に

つき本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した日(※)をいう。

(※)本新株予約権を行使する場合、新株予約権行使期間中にみずほ信託銀行

株式会社を宛先として、行使請求に必要な事項を通知するものとする。

(３)行使価額の修正頻度

　行使の際に本項(２)に記載の条件に該当する都度、各修正日の前取引日に

おいて、修正される。

(４)行使価額の下限

　行使価額は1,161.50円(本新株予約権の発行に係る当社取締役会決議の前営
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調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

業日(2022年３月18日)における当社普通株式の終値の50％)(円位未満小数第

３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額)(ただし、「５．新株

予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整行使価額の調整」の規定に準

じて調整を受ける。)(以下、本第７回新株予約権証券において「下限行使価

額」という。)を下回らないものとする。本項(２)に基づく計算によると修正

後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使

価額とする。

(５)割当株式数の上限

　290,700株(2022年３月22日の当社発行済普通株式総数2,399,600株に対する

割合は、12.11％(小数第３位の端数を四捨五入した値))。ただし、「４．新

株予約権の目的となる株式の数」に記載のとおり、調整される場合がある。

(６)　本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本項(４)に記載

の行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達

額)343,462,050円(ただし、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

３．新株予約権の目的となる株式の種類

　当社普通株式

　完全議決権株式であり株主の権利に特に限定のない株式

　単元株式数　100株

４．新株予約権の目的となる株式の数

(１)本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式290,700株

(本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、本第７回新株予約権

証券において「割当株式数」という。)は100株)とする。ただし、本項(２)乃

至(５)により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である

株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整される。

(２)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合(以下、「株式分割等」と

いう。)を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。ただし、

調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

(３)当社が「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整」の規定に

従って行使価額の調整を行う場合(ただし、株式分割等を原因とする場合を除

く。)には、割当株式数は次の算式により調整される。ただし、調整の結果生

じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価

額の調整」に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。
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(４)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事

由に係る「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②及び⑤

による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と

同日とする。

(５)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の

前日までに、本新株予約権を有する者(以下、「本新株予約権者」という。)

に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当

株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。ただし、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②　e.」に定める

場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

５．新株予約権の行使時の払込金額

(１)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、

行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

(２)　本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の

額（以下、第７回新株予約権証券において「行使価額」という。）は、当初

2,323円（以下、本第７回新株予約権証券において「当初行使価額」とい

う。）とする。ただし、行使価額は本項(３)項に定める修正及び(４)に定め

る調整を受ける。

(３)行使価額の修正

①　発行日以降、行使価額は本項に基づき修正される。発行日以降別記「新

株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、本項②を条件に、行使

価額は、各修正日の前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の終値)の90％に相当する

金額(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額)

に修正される。

②　行使価額は下限行使価額である1,161.50円(本新株予約権の発行に係る当

社取締役会決議の前営業日(2022年３月18日)における当社普通株式の終値の

50％)(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額)

を下回らないものとする。本項①に基づく計算によると修正後の行使価額が

下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とする。

(４)行使価額の調整

①　当社は、本新株予約権の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合

には、類似する別途の調整方法に従うとの本新株予約権者と別途の合意がな
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既発行

株式数
＋

新発行・処分株式数×１株当たり

の払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数+新発行・処分株式数

い限り、次に定める算式(以下、本第７回新株予約権証券において「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。ただし、調整後行使価額が

調整前行使価額を上回る場合は、行使価額は調整前行使価額のままとする。

②　行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

a.本項④　b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新た

に発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てに

よる場合、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対

象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、新株予

約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権付株

式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交

換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を含む。)調整後

行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる発行若

しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

b.株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式の

分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式で

使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株

式数をいうものとする。

c.本項④　b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付

する定めのある取得請求権付株式又は本項④　b.に定める時価を下回る払

込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合(当社の役員及び従

業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプショ

ンを発行する場合を含む。)調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に

係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみ

なして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日(新株予約権

の場合は割当日)以降又は(無償割当ての場合は)効力発生日以降これを適用

する。ただし、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場
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株式数＝

(調整前行使価額－

調整後行使価額)×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額

合には、その日の翌日以降これを適用する。

d.当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに本項④　b.に定める時価を

下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行使価額は、取

得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)に関して、当該調整前に本号c.による

行使価額の調整が行われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を

考慮して算出するものとする。

e.本号a.乃至c.の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が

当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件とし

ているときには、本号a.乃至c.にかかわらず、調整後行使価額は、当該承

認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日

の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新

株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を追加的に交

付する。

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との

差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。ただし、そ

の後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合に

は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。

④a.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

b.行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される

日(ただし、本項②　e.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30連

続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均

値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

c.行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場

合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の
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発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式

を控除した数とする。また、上記②　b.の場合には、行使価額調整式で使

用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

⑤　上記②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価

額の調整を行う。

a.株式の併合、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額

の調整を必要とするとき。

b.その他当社の普通株式数の変更、変更の可能性が生じる事由の発生又は

株主へ配当を行う場合により行使価額の調整を必要とするとき。

c.行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。

⑥　行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調整されるときを含む。)

は、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額

(調整後の下限行使価額を含む。)並びにその適用開始日その他必要な事項を

書面で通知する。ただし、上記②　e.に定める場合その他適用開始日の前日

までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこ

れを行う。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(１)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

　新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請

求に係る各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請

求に係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、「４．新株予約権

の目的となる株式の数」に記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除

した額とする。

(２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額

に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数

を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の譲渡に関する事項
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　本新株予約権は、会社法第236条第１項６号に定める新株予約権の譲渡制限

はないものの、本買取契約において、割当予定先が本新株予約権を第三者に譲

渡する場合には、当社取締役会の決議による承認を要する旨の制限が付される

予定である。当社は、その譲渡前に譲受人の本人確認・反社チェック、行使の

払込原資確認、新株予約権及び行使により取得する株式の保有方針の確認、当

社が割当予定先との間で締結する契約上に係る行使制限等の権利・義務につい

ても譲受人が引継ぐことを確認し、譲渡承認後に、その内容を開示するものと

する。
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決議年月日 2022年３月22日

新株予約権の数(個)※ 2,340個

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)※
－

新株予約権の目的となる株式の種類、

内容及び数(株)※
普通株式 234,000株（注）３，４

新株予約権の行使時の払込金額(円)※
当初行使価額

１株当たり2,757円（注）５

新株予約権の行使期間 ※
2022年４月８日から

2027年４月７日まで

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額(円)※

(注)６

新株予約権の行使の条件 ※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ (注)７

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 ※
－

第８回新株予約権

※新株予約権の発行時(2022年４月７日)における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付き新株予約権付社債券等であります。

２．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

(１)本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式(「３．新

株予約権の目的となる株式の種類」参照。)234,000株(本新株予約権１個当た

りの目的である株式の数(「４．新株予約権の目的となる株式の数(１)」参

照。)は100株)で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額(「５．

新株予約権の行使時の払込金額(３)行使価額の修正」において定義する。)が

修正されても変化しない(ただし、「４．新株予約権の目的となる株式の数」

に記載のとおり、調整されることがある。)。なお、株価の上昇又は下落によ

り行使価額が修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は

減少する。
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(２)行使価額の修正

　本新株予約権の行使価額は、当初固定とし、発行日から４か年経過満了日

に、行使価額は本新株予約権の発行要項に基づき修正される。修正がなされ

た日以降、別記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②」を条件に、行

使価額は、各修正日(以下に定義する。)の前取引日の株式会社東京証券取引

所(以下、「東京証券取引所」という。)における当社普通株式の普通取引の

終値(以下、「終値」という。)(同日に終値がない場合には、その直前の終

値)の90％に相当する金額(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端

数を切り上げた金額)に修正される。

　「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。

ただし、東京証券取引所において当社普通株式に関して何らかの種類の取引

停止処分又は取引制限(一時的な取引制限も含む。)があった場合には、当該

日は「取引日」にあたらないものとする。

　本第８回新株予約権証券において、「修正日」とは、各行使価額の修正に

つき、本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した日(※)をい

う。

(※)本新株予約権を行使する場合、新株予約権行使期間中にみずほ信託銀行

株式会社を宛先として、行使請求に必要な事項を通知するものとする。

(３)行使価額の修正頻度

　行使の際に本欄第２項に記載の条件に該当する都度、各修正日の前取引日

において、修正される。

(４)行使価額の下限

　行使価額は1,161.50円（本新株予約権の発行に係る当社取締役会決議の前

営業日（2022年３月18日）における当社普通株式の終値の50％）（円位未満

小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額）（ただし、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整」の規定に準じて

調整を受ける。）（以下、本第８回新株予約権証券において「下限行使価

額」という。）を下回らないものとする。本項(２)に基づく計算によると修

正後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行

使価額とする。

(５)割当株式数の上限

　234,000株（2022年３月22日の当社発行済普通株式総数2,399,600株に対す

る割合は、9.75％（小数第３位の端数を四捨五入した値））。ただし、別記

「新株予約権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整される場合が
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調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

ある。

(６)本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限(本項(４)に記載の

行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達

額)274,131,000円(ただし、本新株予約権は行使されない可能性がある。)

３．新株予約権の目的となる株式の種類

　当社普通株式

　完全議決権株式であり株主の権利に特に限定のない株式

　単元株式数　100株

４．新株予約権の目的となる株式の数

(１)本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式234,000株

(本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、本第８回新株予約権

証券において「割当株式数」という。)は100株)とする。ただし、本項(２)乃

至(５)により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である

株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整される。

(２)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合(以下、「株式分割等」と

いう。)を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。ただし、

調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

(３)「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整」の規定に従って

行使価額の調整を行う場合(ただし、株式分割等を原因とする場合を除く。)

には、割当株式数は次の算式により調整される。ただし、調整の結果生じる

１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及

び調整後行使価額は、「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の

調整」に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

(４)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事

由に係る「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②及び

⑤」による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する

日と同日とする。

(５)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の

前日までに、本新株予約権を有する者(以下、「本新株予約権者」という。)

に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当

株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。ただし、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②　e.」に定める
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場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

５．新株予約権の行使時の払込金額

(１)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、

行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

(２)　本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の

額（以下、本第８回新株予約権証券において「行使価額」という。）は、当

初2,757円（以下、第８回新株予約権証券において「当初行使価額」とい

う。）とする。ただし、行使価額は本項(３)に定める修正及び(４)に定める

調整を受ける。

(３)行使価額の修正

①　本新株予約権の行使価額は、当初固定とし、発行日から４か年経過満了

日に、行使価額は本新株予約権の発行要項に基づき修正される。修正がなさ

れた日以降、別記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、

以下②を条件に、行使価額は、各修正日の前取引日の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の終

値)の90％に相当する金額(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端

数を切り上げた金額)に修正される。

②　行使価額は下限行使価額である1,161.50円(本新株予約権の発行に係る当

社取締役会決議の前営業日(2022年３月18日)における当社普通株式の終値の

50％)(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額)

を下回らないものとする。上記①に基づく計算によると修正後の行使価額が

下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とする。

(４)行使価額の調整

①　当社は、本新株予約権の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合

には、類似する別途の調整方法に従うとの本新株予約権者と別途の合意がな

い限り、次に定める算式(以下、本第８回新株予約権証券において「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。ただし、調整後行使価額が

調整前行使価額を上回る場合は、行使価額は調整前行使価額のままとする。
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既発行

株式数
＋

新発行・処分株式数×１株当たり

の払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数+新発行・処分株式数

②　行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

a.本項(４)④　b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を

新たに発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当

てによる場合、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員

を対象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、新

株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権

付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求でき

る権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式

交換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を含む。)調整

後行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日

とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる発行

若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日の翌日以降これを適用する。

b.株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式の

分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式で

使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株

式数をいうものとする。

c.本項(４)④　b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を

交付する定めのある取得請求権付株式又は本項(４)④　b.に定める時価を

下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株

予約権付社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合(当社の役

員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・

オプションを発行する場合を含む。)調整後行使価額は、取得請求権付株式

の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使された

ものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日(新

株予約権の場合は割当日)以降又は(無償割当ての場合は)効力発生日以降こ

れを適用する。ただし、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

d.当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付
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株式数＝

(調整前行使価額－

調整後行使価額)×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額

社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに本項(４)④　b.に定める時

価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行使価額

は、取得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)に関して、当該調整前に上記c.による

行使価額の調整が行われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を

考慮して算出するものとする。

e.上記a.乃至c.の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が

当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件とし

ているときには、上記a.乃至c.にかかわらず、調整後行使価額は、当該承

認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日

の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新

株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を追加的に交

付する。

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との

差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。ただし、そ

の後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合に

は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。

④a.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

b.行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される

日(ただし、(４)②　e.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30連

続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均

値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

c.行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場

合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式

を控除した数とする。また、上記②　b.の場合には、行使価額調整式で使
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用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式

に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

⑤　上記②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価

額の調整を行う。

a.株式の併合、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額

の調整を必要とするとき。

b.その他当社の普通株式数の変更、変更の可能性が生じる事由の発生又は

株主へ配当を行う場合により行使価額の調整を必要とするとき。

c.行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。

⑥　行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調整されるときを含む。)

は、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額

(調整後の下限行使価額を含む。)並びにその適用開始日その他必要な事項を

書面で通知する。ただし、上記②　e.に定める場合その他適用開始日の前日

までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこ

れを行う。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(１)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

　本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使

請求に係る各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使

請求に係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、「４．新株予約

権の目的となる株式の数」記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除

した額とする。

(２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額

に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数

を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権は、会社法第236条第１項６号に定める新株予約権の譲渡制限

はないものの、本買取契約において、割当予定先が本新株予約権を第三者に譲
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決議年月日 2022年３月22日

新株予約権の数(個)※ 727個

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個)※
－

新株予約権の目的となる株式の種類、

内容及び数(株)※
普通株式 72,700株（注）３、４

新株予約権の行使時の払込金額(円)※
当初行使価額

１株当たり3,192円（注）５

新株予約権の行使期間 ※
2022年４月８日から

2027年４月７日まで

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額(円)※

(注)６

新株予約権の行使の条件 ※ 本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ (注)７

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 ※
－

渡する場合には、当社取締役会の決議による承認を要する旨の制限が付される

予定である。当社は、その譲渡前に譲受人の本人確認・反社チェック、行使の

払込原資確認、新株予約権及び行使により取得する株式の保有方針の確認、当

社が割当予定先との間で締結する契約上に係る行使制限等の権利・義務につい

ても譲受人が引継ぐことを確認し、譲渡承認後に、その内容を開示するものと

する。

第９回新株予約権

※新株予約権の発行時(2022年４月７日)における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権は、行使価額修正条項付き新株予約権付社債券等であります。

２．当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

(１)本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式(「３．新

株予約権の目的となる株式の種類」参照。)72,700株(本新株予約権１個当た

りの目的である株式の数(「４．新株予約権の目的となる株式の数(１)」参
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照。)は100株)で確定しており、株価の上昇又は下落により行使価額(「５．

新株予約権の行使時の払込金額(２)」において定義する。)が修正されても変

化しない(ただし、「４．新株予約権の目的となる株式の数」に記載のとお

り、調整されることがある。)。なお、株価の上昇又は下落により行使価額が

修正された場合、本新株予約権による資金調達の額は増加又は減少する。

(２)行使価額の修正

　本新株予約権の行使価額は、当初固定とし、発行日から４か年経過満了日

に、行使価額は本新株予約権の発行要項に基づき修正される。修正がなされ

た日以降、別記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(３)行使価額の修正②」を条件に、行

使価額は、各修正日(以下に定義する。)の前取引日の株式会社東京証券取引

所(以下、「東京証券取引所」という。)における当社普通株式の普通取引の

終値(以下、「終値」という。)(同日に終値がない場合には、その直前の終

値)の90％に相当する金額(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端

数を切り上げた金額)に修正される。

　「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。

ただし、東京証券取引所において当社普通株式に関して何らかの種類の取引

停止処分又は取引制限(一時的な取引制限も含む。)があった場合には、当該

日は「取引日」にあたらないものとする。

　本第９回新株予約権証券において、「修正日」とは、各行使価額の修正に

つき、本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した日(※)をい

う。

(※)本新株予約権を行使する場合、新株予約権行使期間中にみずほ信託銀行

株式会社を宛先として、行使請求に必要な事項を通知するものとする。

(３)行使価額の修正頻度

　行使の際に本項(２)に記載の条件に該当する都度、各修正日の前取引日に

おいて、修正される。

(４)行使価額の下限

　行使価額は1,161.50円（本新株予約権の発行に係る当社取締役会決議の前

営業日（2022年３月18日）における当社普通株式の終値の50％）（円位未満

小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額）（ただし、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)」の規定に準じて調整を受け

る。）（以下、本第９回新株予約権証券において「下限行使価額」とい

う。）を下回らないものとする。本項(２)に基づく計算によると修正後の行

使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額と

する。
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調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

(５)割当株式数の上限

　72,700株。ただし、「４．新株予約権の目的となる株式の数」に記載のと

おり、調整される場合がある。

(６)本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額の下限（本項(４)に記載の

行使価額の下限にて本新株予約権が全て行使された場合の資金調達額）

84,659,150円（ただし、本新株予約権は行使されない可能性がある。）

３．新株予約権の目的となる株式の種類

　当社普通株式

　完全議決権株式であり株主の権利に特に限定のない株式

　単元株式数　100株

４．新株予約権の目的となる株式の数

(１)本新株予約権の目的となる株式の種類及び総数は、当社普通株式72,700株

(本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、本第９回新株予約権

証券において「割当株式数」という。)は100株)とする。ただし、本項(２)乃

至(５)により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である

株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整される。

(２)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合(以下、「株式分割等」と

いう。)を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。ただし、

調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

(３)当社が「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整」の規定に

従って行使価額の調整を行う場合(ただし、株式分割等を原因とする場合を除

く。)には、割当株式数は次の算式により調整される。ただし、調整の結果生

じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価

額及び調整後行使価額は、「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価

額の調整」に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

(４)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事

由に係る「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②及び

⑤」による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する

日と同日とする。

(５)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の

前日までに、本新株予約権を有する者(以下、「本新株予約権者」という。)

に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当
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株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。ただし、

「５．新株予約権の行使時の払込金額(４)行使価額の調整②　e.」に定める

場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合に

は、適用開始日以降速やかにこれを行う。

５．新株予約権の行使時の払込金額

(１)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、

行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

(２)　本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の

額（以下、本第９回新株予約権証券において「行使価額」という。）は、当

初3,192円（以下、第９回新株予約権証券において「当初行使価額」とい

う。）とする。ただし、行使価額は本項(３)に定める修正及び(４)に定める

調整を受ける。

(３)行使価額の修正

①　本新株予約権の行使価額は、当初固定とし、発行日から４か年経過満了

日に、行使価額は本新株予約権の発行要項に基づき修正される。修正がなさ

れた日以降、別記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、

下記②を条件に、行使価額は、各修正日の前取引日の東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の終値(同日に終値がない場合には、その直前の終

値)の90％に相当する金額(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端

数を切り上げた金額)に修正される。

②　行使価額は下限行使価額である1,161.50円(本新株予約権の発行に係る当

社取締役会決議の前営業日(2022年３月18日)における当社普通株式の終値の

50％)(円位未満小数第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額)

を下回らないものとする。上記①に基づく計算によると修正後の行使価額が

下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とする。

(４)行使価額の調整

①　当社は、本新株予約権の発行後、下記②に掲げる各事由により当社の発

行済普通株式の総数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合

には、類似する別途の調整方法に従うとの本新株予約権者と別途の合意がな

い限り、次に定める算式(以下、本第９回新株予約権証券において「行使価額

調整式」という。)をもって行使価額を調整する。ただし、調整後行使価額が

調整前行使価額を上回る場合は、行使価額は調整前行使価額のままとする。
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既発行

株式数
＋

新発行・処分株式数×１株当たり

の払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数+新発行・処分株式数

②　行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の

適用時期については、次に定めるところによる。

a.下記④　b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新た

に発行し、又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合(無償割当てに

よる場合、当社の役員及び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対

象とする譲渡制限付株式報酬として株式を発行又は処分する場合、新株予

約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の行使、取得請求権付株

式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求できる権

利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分割、株式交

換、株式交付又は合併により当社普通株式を交付する場合を含む。)調整後

行使価額は、払込期日(募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日と

し、無償割当ての場合はその効力発生日とする。)以降、又はかかる発行若

しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

b.株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後行使価額は、株式の

分割のための基準日の翌日以降これを適用する。なお、行使価額調整式で

使用する新発行・処分株式数は、株式の分割により増加する当社の普通株

式数をいうものとする。

c.下記④　b.に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付

する定めのある取得請求権付株式又は下記④　b.に定める時価を下回る払

込金額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含む。)を発行又は付与する場合(当社の役員及び従

業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプショ

ンを発行する場合を含む。)調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に

係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみ

なして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日(新株予約権

の場合は割当日)以降又は(無償割当ての場合は)効力発生日以降これを適用

する。ただし、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場

合には、その日の翌日以降これを適用する。

d.当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予約権付

社債に付されたものを含む。)の取得と引換えに下記④　b.に定める時価を
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株式数＝

(調整前行使価額－

調整後行使価額)×

調整前行使価額により当該

期間内に交付された株式数

調整後行使価額

下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合、調整後行使価額は、取

得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権(新株予

約権付社債に付されたものを含む。)に関して、当該調整前に上記c.による

行使価額の調整が行われている場合には、調整後行使価額は、当該調整を

考慮して算出するものとする。

e.上記a.乃至c.の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が

当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認を条件とし

ているときには、上記a.乃至c.にかかわらず、調整後行使価額は、当該承

認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日

の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした本新

株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を追加的に交

付する。

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

③　行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との

差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わない。ただし、そ

の後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合に

は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。

④a.行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小

数第２位を四捨五入する。

b.行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される

日(ただし、上記②　e.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30連

続取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均

値(終値のない日数を除く。)とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

c.行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利

を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場

合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式

を控除した数とする。また、上記②　b.の場合には、行使価額調整式で使

用する新発行・処分株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式
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に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

⑤　上記②の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合に

は、当社は、本新株予約権者と協議のうえ、その承認を得て、必要な行使価

額の調整を行う。

a.株式の併合、会社分割、株式交換、株式交付又は合併のために行使価額

の調整を必要とするとき。

b.その他当社の普通株式数の変更、変更の可能性が生じる事由の発生又は

株主へ配当を行う場合により行使価額の調整を必要とするとき。

c.行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づ

く調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。

⑥　行使価額の調整を行うとき(下限行使価額が調整されるときを含む。)

は、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に

対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前行使価額、調整後行使価額

(調整後の下限行使価額を含む。)並びにその適用開始日その他必要な事項を

書面で通知する。ただし、上記②　e.に定める場合その他適用開始日の前日

までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこ

れを行う。

６．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額

(１)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

　本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使

請求に係る各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使

請求に係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、「４．新株予約

権の目的となる株式の数」記載の本新株予約権の目的である株式の総数で除

した額とする。

(２)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金

　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額

に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数

を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額よ

り増加する資本金の額を減じた額とする。

７．新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権は、会社法第236条第１項６号に定める新株予約権の譲渡制限

はないものの、本買取契約において、割当予定先が本新株予約権を第三者に

譲渡する場合には、当社取締役会の決議による承認を要する旨の制限が付さ
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れる予定である。当社は、その譲渡前に譲受人の本人確認・反社チェック、

行使の払込原資確認、新株予約権及び行使により取得する株式の保有方針の

確認、当社が割当予定先との間で締結する契約上に係る行使制限等の権利・

義務についても譲受人が引継ぐことを確認し、譲渡承認後に、その内容を開

示するものとする。

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,880千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

32,880千円

２. 会計監査人の状況
(1)会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2)報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人
の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3)会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
　監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容及び会計監査の職務遂行状況並びに報酬見
積りの相当性等について必要な検証を行った結果、会計監査人の報酬等の額について、監査
品質を維持向上していくために合理的な水準であると判断し、同意いたしました。

(4)非監査業務の内容
　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託
しておりません。

(5)補償契約の内容の概要等
　該当事項はありません。

(6)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
　この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会にお
いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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　また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要がある
と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
決定いたします。

３-１．業務の適正を確保するための体制
　当社は、2015年10月19日の取締役会決議により、「内部統制システム構築の基本方針」を
定め、業務の適正を確保するための体制の整備・運用をしております。また、実施状況及び
諸情勢の変化等に応じて必要な整備を行うこととしており、直近では2020年５月25日開催の
取締役会において、以下のとおり見直し、決議いたしております。

(1)当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役及び使用人の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制
①当社は、取締役及び使用人の職務の適法性を確保するため、コンプライアンス（法令

遵守）があらゆる企業活動の前提条件であることを決意し、「コンプライアンス規
程」を定め、各役職員に周知徹底させる。

②リスク管理を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とする「リスク管理委員
会」を設置する。リスク管理委員会は、各役職員に対するコンプライアンス教育・研
修の継続的実施を通じて、全社的な法令遵守の推進に当たるものとする。

(2)当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①当社では、取締役の職務執行に係る事項である議事録、会計帳簿、稟議書、その他の
重要な情報等については、文書管理規程等に従い、文書又は電磁的記録媒体に記録
し、適切に保存及び管理する。

②取締役、監査等委員その他関係者は、これらの規程に従い、その職務遂行の必要に応
じて上記の書類等を閲覧することができるものとする。

(3)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築の基
礎として、毎月一回の定時取締役会を開催するものとする。また、重要案件が生じた
ときは、臨時取締役会を随時開催するものとする。

②取締役会は、当社の財務、投資、コストなどの項目に関する目標を定め、目標達成に
向けて実施すべき具体的方法を各部門に実行させ、取締役はその結果を定期的に検証
し、評価、改善を行うことで全社的な業務の効率化を実現するものとする。

(4)当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスク管理体制の確立を図るため、横断的組織としてリスク管理委員長（代表取締役
社長）を中心とした「リスク管理委員会」を設置し、リスク管理体制の整備及びリス
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クの予防に努めるものとする。
②リスク管理委員会での状況のレビューや結果は、逐次取締役会に報告し決定する。ま
た、その結果については、監査等委員会にて報告する。

(5)当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①当社グループの運営管理及び内部統制の実施に関しては、内部監査室がこれを担当す
るものとする。

②当社の内部監査室は、当社グループの内部統制の状況について、必要の都度、取締役
会に報告するものとする。

③当社は、子会社管理規程を定め、子会社における経営上の重要事項の決定を当社の事
前承認事項とすること等により、子会社の経営管理を行う。

④監査等委員は、取締役の職務の執行を監査する必要があるときは、子会社に対して営
業又は会計に関する報告を求め、業務及び財産の状況を調査する。

(6)監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項並びに当該使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査等委員会
の当該使用人に関する指示の実効性の確保に関する事項
①監査等委員がその職務を補助すべき従業員は、必要に応じてその人員を確保する。
②当該従業員は、監査等委員会の指揮命令に基づき業務を行う。
③当該従業員の人事異動、評価等については、監査等委員会の意見を尊重し対処する。

(7)取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等委員への報告に
関する体制
①取締役及び使用人は、監査等委員に対して職務の執行、当社に重大な影響を及ぼす事
項、経営の決議に関する事項については、監査等委員会に対して、その内容を速やか
に報告するものとする。

②当社は、監査等委員へ報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを
理由として不利な取り扱いをすることを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹
底する。

③取締役は、監査等委員が取締役会及びその他重要な会議又は委員会に出席し、必要あ
ると認めたときは、意見を述べることができる体制を確保する。

④取締役は、監査等委員が決裁内容の合理性、適法性を検証するため、決裁書の通知先
に監査等委員を常設する。

(8)監査等委員の職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査等委員がその職務の執行について、必要な費用の前払い等の請求をしたと
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きは、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(9)その他の監査等委員の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
①代表取締役社長は、監査等委員と定期的な会合を持ち、業務執行状況について意見交

換する。
②取締役は、監査等委員が定期的な会合を取締役及び使用人との間で開催し、業務執行
状況について意見交換できる体制を確保する。

③取締役は、監査等委員が必要に応じて取締役及び使用人に対して、ヒアリング、往査
その他の方法により、実態を把握することができる体制を確保する。

(10)反社会的勢力排除のための体制
①当社グループは、暴力団・総会屋等の反社会的活動・暴力・不当な要求をする人物及
び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、関係を一切遮断することを基本方針とす
る。

②反社会的勢力から経営活動に対する妨害や加害行為、誹謗中傷等の攻撃を受けた場合
は、企画管理ユニットが対応を一元管理し、「反社会的勢力対策規程」に基づき、的
確に対応する。

３-２．業務の適正を確保するための体制等に関する運用状況の概要
　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況は以下の通りで
あります。
　当事業年度において、取締役会は20回開催し、法令及び定款に定められた事項や経営に関
する重要事項を決定し、業務執行状況の報告及び監督を実施いたしました。
　当事業年度において、監査等委員会を13回開催し、監査等委員会において定めた監査計画
に基づき監査を実施するとともに、取締役会への出席や代表取締役、監査法人及び内部監査
室との間で定期的に情報交換を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備及び
運用状況を確認しております。
　内部監査室は、「内部監査計画書」及び「内部統制計画書」に基づき、当社の内部監査を
実施しております。

４．会社の支配に関する基本方針
　当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めてお
りません。
　一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものに
ついては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつ
つ、今後も慎重に検討を行ってまいります。
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５．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、

財務体質の強化と積極的な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を

実施することを基本方針としています。今後も、中長期的な視点にたって、成長が見込まれ

る事業分野に経営資源を投入することにより持続的な成長と企業価値の向上並びに株主価値

の増大に努めてまいります。

　当期の期末配当につきましては、2023年５月15日開催の取締役会において、１株当たり39

円とさせていただくことを決議いたしました。
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資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

営 業 投 資 有 価 証 券

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

3,084,713

2,295,139

512,203

74,708

39,202

139,872

23,950

△363

710,322

16,795

11,470

5,325

178,811

156,717

22,094

514,714

369,933

15,067

100,695

29,364

△346

 

流 動 負 債 592,462

買 掛 金 156,866

未 払 法 人 税 等 57,048

未 払 費 用 174,320

賞 与 引 当 金 3,149

契 約 負 債 20,094

そ の 他 180,982

固 定 負 債 22,166

株 式 給 付 引 当 金 20,329

そ の 他 1,836

負 債 合 計 614,628

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,176,299

資 本 金 1,113,418

資 本 剰 余 金 1,089,428

利 益 剰 余 金 1,005,385

自 己 株 式 △31,932

その他の包括利益累計額 △20,937

その他有価証券評価差額金 △20,937

新 株 予 約 権 6,046

非 支 配 株 主 持 分 18,999

純 資 産 合 計 3,180,406

資 産 合 計 3,795,035 負 債 純 資 産 合 計 3,795,035

連　結　貸　借　対　照　表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）
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（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

科 目 金 額

売 上 高 4,570,835

売 上 原 価 2,557,512

売 上 総 利 益 2,013,323

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,670,067

営 業 利 益 343,255

営 業 外 収 益

受 取 利 息 15

助 成 金 収 入 1,100

手 数 料 収 入 4,233

雑 収 入 173 5,521

営 業 外 費 用

創 立 費 400

支 払 手 数 料 1,217

投 資 事 業 組 合 運 用 損 1,540

雑 損 失 39 3,197

経 常 利 益 345,579

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,865

減 損 損 失 92,915

投 資 有 価 証 券 評 価 損 56,140 151,921

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 193,658

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 170,915

法 人 税 等 調 整 額 △1,502 169,412

当 期 純 利 益 24,245

非支配株主に帰属する当期純損失 △38,544

親会社株主に帰属する当期純利益 62,790

連　結　損　益　計　算　書

（単位：千円）
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（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,001,746 981,156 1,040,531 △37,607 2,985,827

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(譲渡制限付株式報酬)

10,880 10,880 21,760

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

100,791 100,791 201,582

剰 余 金 の 配 当 △91,178 △91,178

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

62,790 62,790

自 己 株 式 の 処 分 5,674 5,674

連 結 範 囲 の 変 動 △6,757 △6,757
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減

△3,400 △3,400

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 111,671 108,271 △35,146 5,674 190,471

当 期 末 残 高 1,113,418 1,089,428 1,005,385 △31,932 3,176,299

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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その他の包括利益累計額
新株予約権

非支配株主
持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 △6,330 △6,330 － 42,543 3,022,040

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
(譲渡制限付株式報酬)

21,760

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

201,582

剰 余 金 の 配 当 △91,178

親 会 社 株 主 に
帰属する当期純利益

62,790

自 己 株 式 の 処 分 5,674

連 結 範 囲 の 変 動 △6,757
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減

△3,400

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△14,607 △14,607 6,046 △23,544 △32,105

当 期 変 動 額 合 計 △14,607 △14,607 6,046 △23,544 158,366

当 期 末 残 高 △20,937 △20,937 6,046 18,999 3,180,406
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連　結　注　記　表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1)連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況
連結子会社の数　５社
連結子会社の名称

　株式会社Innovation & Co.

　株式会社Innovation X Solutions

　株式会社Innovation IFA Consulting

　株式会社Innovation M&A Partners

　INNOVATION HAYATE V Capital投資事業有限責任組合

連結範囲の変更

　当連結会計年度より、株式会社Innovation M&A Partners及びINNOVATION HAYATE V 

Capital投資事業有限責任組合を連結の範囲に含めております。これは、株式会社

Innovation M&A Partnersの重要性が増したこと及びINNOVATION HAYATE V Capital投資事

業有限責任組合を新たに設立したことにより、連結の範囲に含めることとしたものであり

ます。

(2)持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない関連会社の名称
HRテクノロジーズ株式会社

持分法を適用しない理由
当該関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全
体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3)連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、INNOVATION HAYATE V Capital投資事業有限責任組合の決算日は12月

31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に
生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の
決算日は、連結決算日と同一であります。
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市場価格のない株式等以外のもの 　時価法（評価差額は、全部純資産直入
法により処理し、売却原価は、移動平均
法により算定）

市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法。投資事業有
限責任組合への出資持分については、組
合契約に規定されている決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法に
よっております。

建物 ８～18年
工具、器具及び備品 ３～15年

(4)会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
ア. 有形固定資産
　2016年４月１日以降に取得した建物については定額法、その他については定率法を採
用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

イ. 無形固定資産
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づいております。

③重要な引当金の計上基準
ア. 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

イ. 賞与引当金
　従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ウ. 株式給付引当金
　当社従業員に対する将来の当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、従
業員に割り当てられたポイントに応じた株式の交付見込額を計上しております。
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④収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと
おりであります。
ア．オンラインメディア事業
・ITトレンド

　主に、IT製品の比較・資料請求サイト「ITトレンド」の運営を行っており、当該サ
イトの掲載企業へ見込み顧客情報等を提供することで、収益を稼得しております。
　当該サービスは、見込み顧客情報等を引渡す義務を負っており、これらの履行義務
を充足する時点は、通常、見込み顧客情報等の引渡し時点であることから、当該引渡
し時点で収益を認識しております。

・ITトレンドEXPO及びbizplay
　オンライン展示会及びオンラインセミナーの運営を行っており、出展企業へ出展エ
リアを提供すること、並びに基調講演及びパネルディスカッションの開催機会を提供
することで収益を稼得しております。
　当該サービスは、オンライン展示会及びオンラインセミナーを開催し、出展企業の
IT製品やサービス、その他セミナー情報等を発信する場所を提供する義務を負ってお
ります。出展エリアの提供に関しましては、出展企業は自身が出展したオンライン展
示会の開催期間にわたって便益を享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足さ
れたと判断し、オンライン展示会の開催期間にわたり収益を認識しております。ま
た、基調講演及びパネルディスカッションに関しましては、当該講演の開催機会を提
供した時点で履行義務が充足されることから、当該講演の終了時点をもって収益を認
識しております。

・その他
　主に、パートナー企業が提供しているサービスの営業代行を行うことにより収益を
稼得しております。
　当該サービスは、パートナー企業の営業業務の代行を行う義務を負っており、これ
らの履行義務を充足する時点は、通常、パートナー企業のサービスを利用する顧客が
当該サービスを利用開始した時点であることから、当該サービス利用開始時点に収益
を認識しております。なお、その他のサービスの一部については、パートナー企業に
よるサービスが提供されるように手配することが当社グループの履行義務であり、代
理人として取引を行っていると判断されるため、パートナー企業が提供するサービス
と交換に受け取る額から当該パートナー企業に支払う額を控除した純額を収益として
認識しております。

　オンラインメディア事業に係る取引の対価は、サービス提供後概ねひと月以内に受領
しており、重要な金利要素は含まれておりません。
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イ．ＩＴソリューション事業
　主に、「List Finder」及び「コクリポ」のツールを提供しており、顧客が当該ツー
ルを利用することで収益を稼得しております。
　当該サービスは、顧客のアカウントを発行し、契約期間に応じてツールを利用する権
利を付与する義務を負っており、顧客は契約期間にわたって便益を享受するため、時の
経過に応じて履行義務が充足されたと判断し、期間にわたり収益を認識しております。
　ＩＴソリューション事業に係る取引の対価は、収益を認識後、概ねひと月以内に受領
しており、重要な金利要素は含まれておりません。

ウ．金融プラットフォーム事業
・金融商品仲介サービス

　主に、投資者へフィナンシャルコンサルティングを提供し、投資者が株式等の金融
商品を売買することを業務提携先企業へ仲介することで収益を稼得しております。
　当該サービスは、業務提携先企業へ投資者を仲介する義務を負っており、これらの
履行義務を充足する時点は、通常、投資者が株式等の金融商品を売買した時点である
ことから、当該売買完了時点で履行義務が充足されたと判断し収益を認識しておりま
す。

・M&A仲介サービス
　主に、顧客へM&Aコンサルティングサービスを提供し、売手企業と買手企業をマッ
チングすることで収益を稼得しております。
　当該サービスは、売手企業又は買手企業へM&A取引が完了するまでの間助言を行う
義務を負っており、履行義務を充足する時点は、通常、売手企業から買手企業への株
式譲渡等の完了時点であることから、当該時点で収益を認識しております。

　金融プラットフォーム事業に係る取引の対価は、収益を認識後、概ねひと月以内に受
領しており、重要な金利要素は含まれておりません。

エ．VCファンド事業
　VCファンド事業における収益は、株式投資等によるキャピタルゲインであり、第三者
との譲渡契約に基づいて有価証券を引き渡す履行義務を負っております。第三者より有
価証券の対価を受領した時点において、第三者が当該有価証券に対する支配を獲得し、
履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
　VCファンド事業に係る取引の対価は、収益を認識後、概ねひと月以内に受領してお
り、重要な金利要素は含まれません。

― 35 ―



２. 会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６
月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用
し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。
なお、連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

営業投資有価証券の評価

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　営業投資有価証券　74,708千円

　売上原価　106,377千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

ア．算出方法
　営業投資有価証券のうち非上場株式については、取得原価をもって連結貸借対照表
価額としておりますが、超過収益力を加味して取得した非上場株式については、１株
当たりの純資産額に基づく実質価額が取得原価に比べ50%超低下しており、また実績
が取得時点の事業計画を一定期間下回る等の理由により超過収益力の低下が認められ
る場合には、減損処理を実施する方針であります。

イ．主要な仮定
　投資時点における超過収益力を検討する際には、過去の実績や入手した投資先の事
業計画等を総合的に勘案し検討しておりますが、当該検討には見積りの要素が含まれ
ており、事業計画上の売上高の基礎となる契約者数等が主要な仮定であります。

ウ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　当該見積りは、連結計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいているもの
の、見積りに用いた仮定は不確実性を伴い、今後の経済情勢等の変化等の影響によっ
て、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４. 追加情報
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項
　当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆
様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員
に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」を2019年
５月より導入しております。

― 36 ―



有形固定資産の減価償却累計額 33,598千円

場所 用途 種類 減損損失（千円）

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア等 92,915

①取引の概要
　当社は、従業員に対し職位、個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件に
より受給権を取得したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員
に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託
財産として分別管理するものとします。

②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の当連結会計年度末の
帳簿価額及び株式数は、31,508千円、37,200株であります。

５. 連結貸借対照表に関する注記

６. 連結損益計算書に関する注記
(1)減損損失
　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上いたしまし
た。

　当社グループは、継続的に損益の把握を行っている管理会計上の部門を基礎としてグルーピ
ングを行っております。
　オンラインメディア事業の「bizplay」及びＩＴソリューション事業の「コクリポ」に関連
する事業用資産については、継続的な営業損失の計上により減損の兆候が認められたことか
ら、将来の回収可能性を検討した結果、資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として92,915千円を特別損失に計上しております。減損損失の主な内訳はソフト
ウエア76,183千円及びソフトウエア仮勘定13,370千円であります。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用
価値がマイナスであるため回収可能価額は零として評価しております。

(2)投資有価証券評価損
　当社が保有する投資有価証券の一部（非上場株式２銘柄）について、実質価額が著しく下落
したため、投資有価証券評価損56,140千円を計上しております。
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株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

増加株式数 減少株式数
当連結会計年度末の

株式数

普通株式 2,399,600株 126,300株 －株 2,525,900株

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金

の総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2022年５月13日

臨時取締役会
普通株式

利益

剰余金
91,178千円 38円 2022年３月31日 2022年６月９日

決議
株式の

種類

配当の

原資

配当金

の総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2023年５月15日

臨時取締役会
普通株式

利益

剰余金
98,503千円 39円 2023年３月31日 2023年６月13日

７. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の総数の増加は、第７回新株予約権の行使による新株の発行による増加116,300株、譲渡制限付株式報酬としての

新株発行による増加10,000株であります。

(2)当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
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区分
新株予約権

の 内 訳

新株予約権の

目 的 と な る

株 式 の 種 類

新株予約権の目的となる株式数

（株） 当連結会計

年度末残高

（千円）

当連結

会計年

度期首

当連結

会計年

度増加

当連結

会計年

度減少

当連結

会計年

度末

当社

第５回

新株予約権

普通株式

21,200 － 200 21,000 －

第７回

新株予約権

（行使価額修

正条項付）

－ 290,700 116,300 174,400 3,488

第８回

新株予約権

（行使価額修

正条項付）

－ 234,000 － 234,000 2,340

第９回

新株予約権

（行使価額修

正条項付）

－ 72,700 － 72,700 218

合計 － 21,200 597,400 116,500 502,100 6,046

株式の種類
当連結会計年度
期首の株式数

増加株式数 減少株式数
当連結会計年度末の

株式数

普通株式 44,066株 －株 6,700株 37,366株

(3)新株予約権に関する事項

(4)自己株式に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式数には、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP)が保有する当社株式（37,200株）が含まれてお

ります。

２．自己株式の数の減少は、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP)への処分によるものであります。
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８. 金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針
　資金運用については預金等に限定し、一時的な余資は主に安全性の高い金融資産で運用
しております。また、当社は、デリバティブ取引を行わない方針であります。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　営業投資有価証券は、当社子会社が管理、運営する投資事業組合が有する未上場株式で
あります。未上場株式は、上場株式に比べ、収益基盤や財務基盤が不安定で経営資源も制
約されるため、経済環境等の影響を受けやすく、期待されたキャピタルゲインが実現しな
い等、投資資金を回収できないリスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に投資信託及び非上場株式であり、市場価格の変動リスクや発行体
の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払費用及び未払法人税等は、その全てが１年以内の支払期日
であります。

③金融商品に係るリスク管理体制
ア. 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理
　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、取引先の状況を定期的に
モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状況の悪化等
による回収懸念の軽減を図っております。
　当社グループは、営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発
行体の財務状況等を把握しております。

イ. 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
　当社グループは、各子会社からの報告に基づき企画管理ユニットが適時に資金繰計画
を作成・更新するとともに、手元流動性の維持をすることなどにより、流動性リスクを
管理しております。

ウ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　営業投資有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企
業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 投資有価証券

    その他有価証券 317,812 317,812 －

資産計 317,812 317,812 －

区分 金額（千円）

非上場株式（営業投資有価証券） 74,708

非上場株式（投資有価証券） 9,046

(2)金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。

（単位：千円）

（注１）「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「未収還付法人税等」「買掛金」「未払法人
税等」「未払費用」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）投資信託の時価は、「(1)投資有価証券」に含まれております。

（注３）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商
品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注４）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資は、「時価の算定に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第24－16項
に定める取扱いに基づき、時価開示の対象とはしておりません。また、当連結会計年度
末に係る当該金融商品の連結貸借対照表計上額の合計額は43,074千円であります。
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１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 2,294,970 － － －

受取手形及び売掛金 512,203 － － －

未収還付法人税等 139,872 － － －

合計 2,947,047 － － －

（注５）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

(3)金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しております。
　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ
り算定した時価
　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット
を用いて算定した時価
　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
時価で連結貸借対照表に計上している金融商品は投資信託のみであり、当該投資信託の時価

については記載を省略しております。当該投資信託の連結貸借対照表計上額は317,812千円であ
ります。
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報告セグメント
調整額
（注）

合計オンライン
メディア事業

ＩＴソリュー
ション事業

金融プラット
フォーム事業

計

ITトレンド 2,443,158 － － 2,443,158 － 2,443,158

ITトレンド

EXPO
343,975 － － 343,975 － 343,975

bizplay 259,255 － － 259,255 － 259,255

List Finder － 432,195 － 432,195 － 432,195

コクリポ － 44,544 － 44,544 － 44,544

金融商品仲介サ

ービス
－ － 649,944 649,944 － 649,944

M&A仲介サービス － － 22,556 22,556 － 22,556

その他 374,074 1,010 － 375,084 121 375,205

顧客との契約か

ら生じる収益
3,420,463 477,749 672,501 4,570,714 121 4,570,835

外部顧客への売

上高
3,420,463 477,749 672,501 4,570,714 121 4,570,835

９. 収益認識に関する注記
(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）

（注）「調整額」は、関連法人からの業務委託料であります。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類作

成のための基本となる重要な事項に関する注記等　(4)会計方針に関する事項　④収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度（千円）

顧客との契約から生じる債権（期首残高） 704,020

顧客との契約から生じる債権（期末残高） 512,203

契約負債（期首残高） 24,111

契約負債（期末残高） 20,094

(1)１株当たり純資産額 1,267円 96銭
(2)１株当たり当期純利益 25円 45銭

(1)発行した株式の種類及び株式数 普通株式　69,800株

(2)行使新株予約権個数 698個

(3)行使価額総額 89,729千円

(4)増加した資本金の額 45,562千円

(5)増加した資本準備金の額 45,562千円

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　契約資産及び契約負債の残高等

　当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高に含まれていた金額

に重要性はありません。なお、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、

当連結会計年度に認識した収益の額に重要性はありません。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記

行使価額修正条項付新株予約権の行使による増資

　2022年３月22日開催の当社取締役会の決議に基づき、2022年４月７日に発行した第三者割

当による第７回新株予約権（行使価額修正条項付）の一部について、2023年４月３日から

2023年５月29日までの間に以下のとおり行使されております。

― 44 ―



資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 2,023,203 流 動 負 債 213,894

現 金 及 び 預 金 1,580,580 買 掛 金 12,772

営 業 投 資 有 価 証 券 72,467 未 払 金 32,406

前 払 費 用 28,526 未 払 費 用 113,530

未 収 還 付 法 人 税 等 113,815 未 払 法 人 税 等 14,946

未 収 入 金 177,813 未 払 消 費 税 等 27,966

短 期 貸 付 金 50,000 前 受 収 益 3,354

そ の 他 0 預 り 金 8,615

固 定 資 産 770,458 そ の 他 302

有 形 固 定 資 産 16,795 固 定 負 債 19,725

建 物 11,470 株 式 給 付 引 当 金 17,888

工 具 、 器 具 及 び 備 品 5,325 そ の 他 1,836

無 形 固 定 資 産 179,682 負 債 合 計 233,619

ソ フ ト ウ エ ア 157,588 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 22,094 株 主 資 本 2,574,934

投 資 そ の 他 の 資 産 573,980 資 本 金 1,113,418

投 資 有 価 証 券 369,933 資 本 剰 余 金 1,092,828

関 係 会 社 株 式 101,137 資 本 準 備 金 1,092,828

繰 延 税 金 資 産 77,390 利 益 剰 余 金 400,621

差 入 保 証 金 25,518 そ の 他 利 益 剰 余 金 400,621

長 期 貸 付 金 30,000 繰 越 利 益 剰 余 金 400,621

貸 倒 引 当 金 △30,000 自 己 株 式 △31,932

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △20,937

その他有価証券評価差額金 △20,937

新 株 予 約 権 6,046

純 資 産 合 計 2,560,043

資 産 合 計 2,793,662 負 債 純 資 産 合 計 2,793,662

貸　借　対　照　表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）
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（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

科 目 金 額

営 業 収 益 1,149,496

営 業 原 価 242,616

売 上 総 利 益 906,880

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 934,297

営 業 損 失 27,417

営 業 外 収 益

受 取 利 息 342

受 取 配 当 金 594,000

助 成 金 収 入 500

手 数 料 収 入 4,233

雑 収 入 148 599,224

営 業 外 費 用

投 資 事 業 組 合 運 用 損 1,540

創 立 費 償 却 388

支 払 手 数 料 1,217

雑 損 失 37 3,183

経 常 利 益 568,623

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,895

関 係 会 社 株 式 評 価 損 59,999

減 損 損 失 84,400

関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 30,000

投 資 有 価 証 券 評 価 損 56,140 233,436

税 引 前 当 期 純 利 益 335,186

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,460

法 人 税 等 調 整 額 △15,973 △2,512

当 期 純 利 益 337,699

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

株 主 資 本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資　　本
準 備 金

資本剰余
金 合 計

その他利
益剰余金 利 益 剰

余金合計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,001,746 981,156 981,156 154,099 154,099

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（譲渡制限付
株 式 報 酬 ）

10,880 10,880 10,880

新 株 の 発 行
（新株予約権
の 行 使 ）

100,791 100,791 100,791

剰余金の配当 △91,178 △91,178

当 期 純 利 益 337,699 337,699

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 111,671 111,671 111,671 246,521 246,521

当 期 末 残 高 1,113,418 1,092,828 1,092,828 400,621 400,621

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

― 47 ―



株　主　資　本 評価・換算差額等

新株予約権
純 資 産
合　　計自己株式

株主資本
合　　計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △37,607 2,099,395 △6,330 △6,330 － 2,093,065

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（譲渡制限付
株 式 報 酬 ）

21,760 21,760

新 株 の 発 行
（新株予約権の
行 使 ）

201,582 201,582

剰余金の配当 △91,178 △91,178

当 期 純 利 益 337,699 337,699

自己株式の処分 5,674 5,674 5,674

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△14,607 △14,607 6,046 △8,561

当期変動額合計 5,674 475,538 △14,607 △14,607 6,046 466,977

当 期 末 残 高 △31,932 2,574,934 △20,937 △20,937 6,046 2,560,043
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市場価格のない株式等以外のもの 　時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均

法により算定）

市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合への出資持分につ

いては、以下のとおり計上しておりま

す。

　連結子会社となる組合については、組

合の計算書類に基づいて組合の資産、負

債、収益及び費用を当社の出資持分割合

に応じて計上しております。

　その他の組合については、組合契約に

規定されている決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっており

ます。

建物 ８～18年

工具、器具及び備品 ３～15年

個　別　注　記　表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

ア. 子会社株式

移動平均法による原価法

イ. その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　2016年４月１日以降に取得した建物については定額法、その他については定率法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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②無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収可能見込額を計上しております。

②株式給付引当金

　株式給付規程に基づく当社従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4)収益及び費用の計上基準

　主に子会社の経営指導及び管理業務を行うことで収益を稼得しております。当該サービ

スは、子会社へ契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、サービス提

供期間にわたって履行義務が充足されたと判断し、期間に応じて収益を認識しておりま

す。

　当該サービスに係る取引の対価は、収益認識後、概ねひと月以内に受領しており、重要

な金利要素は含まれておりません。

２. 会計方針の変更に関する注記

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月

17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価

算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用

指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書

類に与える影響はありません。
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(1)有形固定資産の減価償却累計額 33,598千円

短期金銭債権 223,522千円

短期金銭債務 3,354千円

長期金銭債権 30,000千円

営業取引（収入分） 1,149,375千円

営業取引以外の取引（収入分） 594,340千円

３．会計上の見積りに関する事項

営業投資有価証券の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

　営業投資有価証券　72,467千円

　売上原価　103,185千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記　営業投資有価証券の評価　②識別した

項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

４. 追加情報

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項

　当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆

様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員

に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（J-ESOP）」を導入し

ております。

　詳細は、連結注記表「４．追加情報」をご参照ください。

５. 貸借対照表に関する注記

(2)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

６. 損益計算書に関する注記

(1)関係会社との営業取引及び営業以外の取引の取引高の総額
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場所 用途 種類 減損損失（千円）

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウエア等 84,400

株式の種類
当事業年度期首の

株式数
増加株式数 減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 44,066株 －株 6,700株 37,366株

(2)減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失を計上いたしました。

　当社は、継続的に損益の把握を行っている管理会計上の部門を基礎としてグルーピングを
行っております。
　オンラインメディア事業の「bizplay」及びＩＴソリューション事業の「コクリポ」に関連
する事業用資産については、継続的な営業損失の計上により減損の兆候が認められたことか
ら、将来の回収可能性を検討した結果、資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として84,400千円を特別損失に計上しております。減損損失の主な内訳はソ
フトウエア67,667千円及びソフトウエア仮勘定13,370千円であります。
　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使
用価値がマイナスであるため回収可能価額は零として評価しております。

(3)投資有価証券評価損
　当社が保有する投資有価証券の一部（非上場株式２銘柄）について、実質価額が著しく下
落したため、投資有価証券評価損56,140千円を計上しております。

(4)関係会社株式評価損
　当社の子会社である株式会社Innovation M&A Partnersの実質価額が著しく下落したため、
関係会社株式評価損59,999千円を計上しております。

(5)関係会社貸倒引当金繰入額
　当社の子会社である株式会社Innovation M&A Partnersの財政状態の悪化を踏まえ、同社に
対する貸倒引当金繰入額30,000千円を計上しております。

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式数には、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP)が保有する当社株式（37,200株）が含まれてお
ります。

２．自己株式の数の減少は、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP)への処分によるものであります。
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繰延税金資産 （単位：千円）

ソフトウエア 38,279

差入保証金 2,356

未払費用 34,628

未払事業税 2,995

株式給付引当金 5,478

子会社株式 40,683

有価証券 48,793

その他 23,945

繰延税金資産小計 197,160

評価性引当額 △119,769

繰延税金資産合計 77,390

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因の内訳
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種
類

会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有割
合/被所
有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役
員

富田　直人
被所有
直接
33.52％

当社
代表取締役

金銭報酬債権の
現物出資
（注１）

10,880 ― ―

山﨑　浩史
被所有
直接
0.55％

当社取締役
金銭報酬債権の

現物出資
（注１）

10,009 ― ―

子
会
社

株式会社
Innovation & 
Co.

所有
直接
100.0％

・役員の兼任
・管理業務委託

等
・事務所の転貸

管理業務委託 943,370 未収入金 130,885

配当金の受取 594,000 ― ―

家賃の受取 23,641 前受収益 2,230

株式会社
Innovation X 
Solutions

所有
直接
100.0％

・役員の兼任
・管理業務委託

等
・事務所の転貸

管理業務委託 149,949 未収入金 22,733

家賃の受取 5,054 前受収益 446

株式会社
Innovation 
IFA 
Consulting

所有
直接
51.0％

・役員の兼任
・事務所の転貸

資金の貸付 ― 短期貸付金 50,000

利息の受取 339 ― ―

家賃の受取 7,018 前受収益 577

株式会社
Innovation
M&A
Partners

所有
直接
100.0％

・役員の兼任

資金の貸付
（注２）

30,000 長期貸付金 30,000

利息の受取 0 ― ―

増資の引受
（注３）

50,000 ― ―

９. 関連当事者との取引に関する注記

（注）１．譲渡制限付株式報酬制度に伴う、金銭報酬債権の現物出資によるものであります。
２． 取引条件及び取引条件の決定方針

①管理業務委託料については、役務提供割合に応じて費用負担額を決定しております。
②賃借料については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
③資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

３. 当該貸付を貸倒懸念債権に区分し、当事業年度において関係会社貸倒引当金繰入額として30,000千円を計上しており、当事
業年度末における貸倒引当金残高は30,000千円であります。

４. 増資の引受については、デット・エクイティ・スワップ方式による貸付金の現物出資であります。
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(1)１株当たり純資産額 1,026円 31銭

(2)１株当たり当期純利益 136円 88銭

10.収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針

に係る事項に関する注記　(4)会計方針に関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記

　連結注記表「11．重要な後発事象に関する注記　行使価額修正条項付新株予約権の行使に

よる増資」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 清　水　栄　一

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 南　山　智　昭

独立監査人の監査報告書
２０２３年５月２９日

株式会社　イノベーション
取締役会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社イノベーションの２０２２年４月１日か
ら２０２３年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、株式会社イノベーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開
示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払
うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断
される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以上
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指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 清　水　栄　一

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 南　山　智　昭

独立監査人の監査報告書
２０２３年５月２９日

株式会社　イノベーション
取締役会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イノベーションの２０２２年４月
１日から２０２３年３月３１日までの第２３期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行
った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開
示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこ
とにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事
実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す
る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対す
る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され
る。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的
専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告
を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため
にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監　査　報　告

　当監査等委員会は、2022年４月1日から2023年３月31日までの第23期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討しました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

監査等委員(社外取締役) 長谷川  正　 和 ㊞

監査等委員(社外取締役) 倉 　田  宏　昌 ㊞

監査等委員(社外取締役) 後 　藤  和　寛 ㊞

2023年５月29日
株式会社イノベーション　監査等委員会

　

監査等委員会の監査報告

以上
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